
　　帝国の盛衰一管理者・代理人モデルー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明石茂生

　1.はじめに

　国家，それも初期国家(early state)と呼ばれる初期段階における国家は，

必然的に出現するとは必ずしもいえない現象であり，出現するとすれば，

部族制や首長制段階にある独立した国家以前の政治組織体を統合しうる，

何らかの複合的要因によって実現されるものである。国家以前に存在して

いた多数の小独立政治組織体(Renfrew (1986）によれば初期国家モジュづレ）

は，相互に交流し合い，また相互に牽制・競合し合うことにより，共生と

競合の均衡関係すなわち「同列政体間作用(peer polityinteraction)」を維持

し，その状態を持続することができる。国家はその均衡関係を打ち破ると

ころから生まれるわけであり，構造的には初期国家モジュールを統治する

管理組織が発生することによって具体化される。そして，その関係が発生

し維持されるには，経済，軍事，イデオロギーという３つの権力の源泉を

統合化する必要があった。著者は試論として，このような初期国家形成を

促す諸要因を,各地域の事例をあげることにより，整理したことがある（明

石2002）。

　国家がひとたび形成されると，国家はその支配領域を拡大する方向に動

いていく。支配領域の拡大は，近隣の競合する国家の吸収，統合ないし滅

亡を意味し，これを実践する軍事的組織（軍隊）とその後の統治・管理を

実践する組織（官僚制）が付随して拡大することを意味する。その過程で

国家の組織はますます複雑化していくわけであるが，基本的には国王を頂

点とする管理者に対して，総督・軍司令官ないしは地方豪族・領主を代理
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人として地方の統治を委託するという，管理者・代理人構造で国家の統治

機構を把握することができる。したがって，管理者・代理人関係から派生

するエージェンシー問題が，国家の統治機構の中に組み込まれているわけ

であり，国家の盛衰（表面的には領土の拡大と縮小）もこの視点から分析が

可能になると考えられる。

　ところで，領土拡大という国家の本能的というべき運動は，同格の競合

する国家を付随して生み出し，軍事的衝突も含めた牽制と競合の関係つま

り競合国家並立の時代（戦国時代）というべき状況を形成するのであるが，

ある段階に至るとその中のある国家によって全体の統合化が実現し，いわ

ゆる帝国が形成される。帝国の領土はその後短期間に拡大を続け，ある限

界までに達して頂点を迎えて，長期間の安定期に入る。それが終わると急

速に衰退・縮小し，領土が分裂して新しい国家が誕生し，再び競合する国

家並立の時代が出現する。もちろん，これはひとつのパターンを表してい

るわけで，頂点を迎えるのに長期間費やされ，その後短期間に衰退するこ

とはある。

　いずれにせよ，国家の並立時代から統合の時代への移行，そして再び分

裂と並立の時代という循環過程で描かれる，国家（帝国）の盛衰のパター

ンが観察されることは否定できない。さらに帝国の規模はより長期間をと

ってみると，ある段階毎に断続的にその規模を拡大してきたという指摘が

ある(Taagepera 1978ab,1979）。その一方で，中核となる時期の古代国家の

規模はそれほど大きくなく，小さかったというべきだという意見もある

(Feinman 1998:102-3)。国家の規模を決める要因には，情報・通信と運輸上

の技術的制約があって，それらが潜在的に統合される範囲を決定している

と考えられる。時代が下るにしたがって，それらの技術的制約が克服され，

統合される地理的範囲は拡大していく。世界史的な時間の間隔では，国家

盛衰のパターンがこの点で規模の拡大を伴った循環過程として理解される

ことには異論がないであろう。
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　古代国家(archaic state)の変動パターンについては，J. Marcus の「動態

モデル」がきわめて興味深い。もともと，マヤ文明の分裂統合の現象を説

明する仮説として提示されたものであるが，これを他の地域の文明（古代

国家バこも適用可能であるとしてその適用化か試みられている(Marcus 1993,

1998）。そのモデルによれば，各地域は共通して４層（大都市，中小都市，村

落，集落）のセンターによって階層化されているとされ，とくに２次セン

ターとなる中小都市以下の統治組織が統合性・統活性が高い単位として存

在する。国家は中心的大都市（1次センター）を中心に２次センターが結合

して形成され，いわば２次センター（地方首長・領主の集落，または中小都市）

の結合体として具現化される。したがって，国家の統合分裂またはその盛

衰は，中心の１次センター（国王または皇帝）とその構成要素となる２次セ

ンター以下（地方領主・豪族，総督，有力者など）の結合または支配状況の

変化としてとらえられる。

　実際，国家の統合分裂のパターンは，その基本となる単位が地理的に固

定化され，それらが統合分裂する形で描かれるという点では，世界主要地

域で共通してみられる現象である。 Marcus (1998）は事例としてマヤ地域

を始めとしてメキシコ高原地域，アンデス，メソポタミア，エジプト，ギ

リシャをあげ，その盛衰のパターンをしめしていた。しかし，それだけに

留まらず，同じようなパターンは中国，インドにおいてもみられ，また日

本の場合も結合分裂の視点から政治体制の変化を解釈することが可能であ

る1）。
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　このような地方が政治的組織体として存在し独立した単位として潜在的

に行動しうることを前提にして，それらを国家形成の基本的単位（モジュ

づレ）とする見方は，国家を組織論的な視点から見直したときに，管理者

（国王），代理人（領主，総督），直接生産者（農民）の統治に関わる関係とし

てとらえることを可能にする。したがって，先に述べたように，そこで発

生する問題はエージェンシー問題として理解され，国家（帝国）の盛衰に

密接に関わる中枢の部分としてとらえることが可能である2）。このような

認識に立って，以下の節でモデルが提示されるが，その内容は，生産物

（経済的余剰）の分配関係として支配様式の変化を表現し，国家の盛衰に関

わる問題を分配関係の変遷過程としてとらえるものとなっている。このモ

デルは，すでに明石（1998）で提示されていたものであるが，本稿の主題

に前列ぼ正された形で提示されている。

　さて，モデルで前提となる状況は，管理者（国王），代理人（総督），直

接生産者（農民）という三者関係である。当事者は２つの関係で結び付け

られている。ひとつは，各領域で生産に従事する生産者とその管理と徴税

をおこなう代理人との関係であり，もうひとつは，全領域を支配し収益を

集中する管理者（国王）と各領域に派遣される（または委託される）代理人
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（総督，領主）との関係である。二重の支配関係が想定されているわけであ

り，それぞれには管理される相手を監視するための情報上の問題が発生す

る。本稿では，地方を管理する代理人は管理対象となる生産者の成果を完

全に把握することができるとし，他方の全領域を管理する管理者は各地域

に派遣される代理人の不正を監視費用の点から完全に摘発できるわけでな

いと想定している。

　第２節では，管理者（国王），代理人（総督），生産者（農民）のそれぞれ

の行動が定式化される。管理者は代理人をどのように監視できるかという

監視費用上の制約の下で，代理人を通じて各地域の収益を集積し，その収

入から国家全体の統治に必要な支出をおこなう。このシステムは，代理人

を介して生産者を統治し，その成果を集積して，一部を代理人に分配する

という意味で，中央集権型（統治）システムということができる。しかし，

代理人を介した租税徴収は不完全なものであり，その費用と成果という点

から中央集権型システムの基盤が崩れ，分権型に移行することかありうる。

さらに，生産者は代理人にその成果を把握されるとしたが，その徴収のあ

り方に対しては，生産性（努力）の変化や生産活動の放棄などを通して抵

抗することができる。これも収入の基盤を侵食して，間接的に管理者に影

響を与えることになる。第３節以下では，このような設定から統治システ

ムがどのように変化しうるかが示される。以上のような統治にかかわる関

係を整理した上で，第６節で主題となる国家（帝国）の盛衰について改め

て議論を展開することになる。

　2.統治モデル（生産者，臣下，国王）

　ここでは，国王，臣下（総督），生産者（農民）で構成される経済を考え

る。生産者は所与の資本，土地を使って自らの労働を投入することにより，

生産物を生産する。役人費用を引いた純生産物のうちから租税を国庫に納

める。租税徴収ならびに納入の当事者が総督ないし臣下と称される国王の

　　　　　　　　　　　　　　－313－



代理人であり，国王に雇われて一定の報酬を得て，徴収した租税を申告し

て国王のもとに納入する。国王は租税を最終的に受領して，国家全体に必

要な支出を行って，その維持・運営を図る。国王の支出項目には，臣下た

ちの申告を監視（モニター）する費用も当然含まれている。

２．１　生産者（農民）

　生産者は，労働努力ｅとそれによる成果ｒを評価して，その最適な組

合せを選択する。この評価zバよ効用関数の形で次のように表されるとする。

ただし，符号条件としてMl > 0, U2 < 0, Ui a22 ＜g2 912 を仮定する3)。

他方，成果ｒは

と表され,ｙは生産物,ｗは労働努力εに対する単位あたり必要報酬であ

る。z ―y ―weは純生産物(実収)を表し,租税はそれに対して一定の租

税率ｚを乗じて算出される。つまり臣下が徴収する租税は叫Ｏ＜ｒ＜１で

ある。また生産物ｙは労働努力の水準に応じてその出来高が決まってくる。

最後の条件は労働努力がゼロであれば生産がゼロとなり，実質的に生産を

放棄することを意味している。生産者は，生産を従事するのに必要最低水

準の価値ｖを充たすという条件
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と(2)(3)の制約条件のもとで，効用z,を最大にするように努力水準を決

め，生産量を決定する。生産を維持するのに最低の効用水準以上に達して

いるとすれば，極大化の一階条件から次がえられる。

書き換えると次のようになる。

である。ＭＲＳ＝一心/哨＞Ｏであり，εでの限界代替率を表す。（5）を

さらにεとドで微分すれば，最終的に次の性質が得られる。

符号条件からμ7?5" = - (m, M22一心哨2)/心＞Ｏがわかっており，上の式

の分子，分母ともに正となる。税率の上昇は労働意欲を削ぎ，生産物の低

下をもたらすのである。この事情は次の図１においても表されている。

－315－



　ところで，以上の生産者の行動は生産に従事しうる価値を得ていること

を条件としている。条件(2)(3)のもとで効用関数(1)を最大にするとき

の最適効用をu* = u*it)と表現し，そのときの最適努力をe* = e*(t)と

しよう。税率が変化するとともに生産者の行動も変化するので，最適効用

と最適努力は税率の関数となっている。生産者はこの最適効用が生産留保

価値と呼ぶべき水準1ﾉを超えているかどうかで，生産を行うかどうかの

判断をしている。つまり, u＼t)≧lﾉならe = e＼t)であり, u*(t)<vな

らε＝Ｏである。もちろん，後者では生産はゼロ水準となる。

　ここで，生産者は代表的な個人を想定しているが，生産者が遭遇する生

産留保価値の水準はさまざまな値をとりうるとし，それはある領域の中に

分布しているとする。その分布の密度を表す密度関数をがりとし，生産留

保水準を超えて生産に従事している生産者の割合(留保率)を収りとする，

このとき，有効に生産される純生産物(成果)ｒ＊は次のようにならなけれ

ばならない。

最適効用が（z）は税率ｒの減少関数であ‰ｑ(,t）はu＼t)に対し単調増加

であるので，9（z）は税率の減少関数となる。一方，代表的生産者の成果

ｒ（０は容易に確認できるように条件（5）を使って，税率の減少関数である

ことがわかる机したがって，有効純生産物ｒ＊は税率の減少関数となっ

て，税率の上昇とともに生産者全体の成果は減少していくのである。

　他方，租税はどうであろうか。代理人（臣下）によって徴収される租税

を石とすれば，
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で表される。純生産物こは税率が上昇するとともに，全体が減少してい

き，ゼロ水準に一律近づいてい＜。ここで限界代替率ＭＲＳがｅ＞Ｏで

常に正であり, lim。.MRS = 0であるとしよう。税率が上昇し１に近づ

いていくと，税引き限界純生産物（1－r）（yl－ｗ）はゼロに近づいていく。

条件（5）により限界代替率もゼロに近づくため，最終的には労働努力はゼ

ロ水準まで減少してしまう。したがって，生産者が生産する純生産物

z*{t)は税率の上昇とともに減少していくが，税率が1（100％）に近づく

と，ゼロ水準に近づいていく。生産に従事する割合ｇも税率の減少関数

であった。このとき，租税は税率の上昇とともに，最初は増加していくが，

ある水準で減少に転じ，税率が100％に近づくとゼロ水準に近づいていく。

たとえば，次の図２のような形をとることになる。

２。２　臣下（総督）

　臣下は国王の代理人として統治上の業務を遂行するが，徴税はその業務
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の一環となる。ただし，臣下は国王の監視という制約のもとで，固有の利

益にしたがって行動することができる。臣下の行動を価値づける収益叫

を次のように設定する。

ただし，各記号は，５＝臣下への報酬，石＝臣下が生産者から徴収した

租税，石＝臣下の申告により国王へ収められる租税分, 7r=臣下の不正

取得分に対する罰金を表している。臣下は国王に生産物の出来高を申告す

るわけであり，その申告額をどとすれば納付税額は石＝匈どとなる。

また，罰金は

ただし，ｘ＝こーざで臣下の不正取得分を表し，α（＞1）は罰金として課

せられる重加算率にあたる。さらにp = p(z ~z%h)は不正取得の発見

確率を表し，それが大きければ大きいほど発見される確率は高くなる。ま

たバは監視（モニター）費用を表し，それが大きいほど発見確率は高く

なるとする。すなわち，

であり，/7∈(0,1)ではPx >0>Ｖｉ＞Oを充たし，さらにｘ≦Ｏであれ

ばp(x,h) = Oであるとする。罰金は過小申告分ｘのうち発見された分に

重加算率ａを乗じた額が賦課される。

　以上の設定の下で，臣下の収益は

と書き換えられ,不正申告額Ｊの関数となる。臣下が申告をどの水準にす
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るかを確認するために，（9）をｘで微分してみると，内点解を想定すれば，

を充たすように，臣下はｘを，したがってざを決定する。

　このことから，臣下は国王に実収より過小の申告，すなわちこ＞ごを

提示することがわかる。逆にこ≦ごであれば，ｘ≦Ｏとなり，仮定から

p(x,h) = Oとなり，かつPi(x,h) = 0でもある。この結果, pi{x,h)x十

ρ収油)＝Ｏとなって，条件(10)に反する。また，こ＝どでかつ発見確

率がp(x,h)=lであれば, pi(x,h)x十p(x,h)≧1＞1かとなって，や

はり条件(10)に反する。したがって(10)のもとでは

が成立していることになる。さらに，端点解(ｘ＝O)の場合は，条件(10)

の等号は≧に変わらなければならないが，これは先はどの場合と同じく

不等号が成立しなくなり，これは端点解自体が存在しないことを意味する。

したがって，臣下による不正取得は規模がどうであれ，発見されないもの

が常に存在することになる。

　さて，条件(10)は発見確率関数p =p{x,h)のもとで監視費用/zを所

与としたとき，不正取得分ｘ＊が決定されることを意味している。すなわ

ち，ｘ＊は監視費用ｊzの関数として表され，以下では(10)をみたすｘ＊を

X* =x*(h)として臣下の行動を表すものとする。この臣下の行動は，図３

においてもおおよその見当がつく。発見確率関数p =p(x,h)はｘの増

加関数であり，監査費用/zの上昇とともに発見確率は高くなる。したが

って1 ―ap(x,h)はｘの減少関数とな≒ｈの上昇に対しては減少する。

このとき，[1－卯収謙]]ｘは.xバこ対し最初は増加関数であるが，ある点

から減少関数となり，十分大きなｘに対しては卯収謙)＞1となるため

負の値をとることになる。監視費用の上昇は発見確率を高めるため。
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(1－卯収決)]ｘは下方にシフトする。臣下の行動は，所与の/zのもとで

関数[1 ―ap(x,h)]ｘの最大値を与えるx*(h)に対応している。この関数

は図３のように正の値をとりうるので，ｘ＊＝ｘ＊(/z)＞Oとなる。また，

監視費用/zの上昇とともに最大値(1－叩収＊涌)]ｘ＊は減少していく。

２。３　国王

　臣下は所与の税率の下で決定される生産者の行動を前提にして，申告す

べき租税額を決め，国王に申告，納付する。これに対して，国王はこのよ

うな生産者と臣下の行動を前提にして，自己の収益を最大にするように行

動を決定する。すなわち，国王の収益を叫で表せば，その内容は次のよ

引こ定義される。

国王の収益は，実収人こを所与とすれば，第１に経常収支というべき項

tqz- sと第２に情報・管理収支というべき項匈[即収ツz]－1]X* -hに
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分割される。前者がとりあえず固定値であるのに対し，後者は監視費用/z

に依存して変化する。収益極大化の一階条件は，

となる。これは条件(10)から

に帰着する。これが監視費用/zを決定する条件となる。

　それでは具体的にどのような水準に監視費用は決定されるのであろうか。

これも図４から説明することが可能である。先に臣下の行動をX* =x*(h)

で表し，図で示されたように，最大値[1－卯(ｘ＊(/z)浪)]x*(h)は監視費

用/zとともに減少していた。国王の収益は，固定項と可変項に分けられ，

可変項は[ap(x*(h),h)- 1]x*(h)に等しかった。つまり，可変項はどの/z

に対しても負の値をとり，その増加関数である。したがって固定項

司こ－ｓが十分大きな値をとってtqz ―s > tq[1－叩収＊(O),0)]ｘ＊(O)を充

たす限り，国王の収益関数叫＝叫(/z)は正の値をとり，監視費用の増加

関数となる。

　国王の収入関数司こ十司[卯収ツz]－1]ｘ＊の形状は，監視費用に対する

発見確率関数の反応に対応して決まってくる。監視費用がゼロに近い状態

では，監視費用の変化はさほど発見確率の向上に寄与しないため，大きな

変化を引き起こさず，また監視費用がきわめて高額である場合は，発見確

率はほとんど１に近い状態になり，[即収リz]－1]ｘ＊はゼロに近い値にな

るとすれば，収入関数は監視費用の中間の領域で増加率を次第に上昇させ，

あるところから低下させるという，成長曲線に似た形状をとることになる
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(図４参照)。収入が費用５十/zよりも大きい領域が存在しているとするば，

その領域内で最も収益を最大にする点/z＊が存在する。それが条件(11)

を充たしてい右状態であり，国王が決定する点である。

　3.統治体制の変化

　さて，代理人（臣下）を介して国王は租税を徴収し，その税収を基礎に

して国家運営に必要な経常的支出を行っており，その中には臣下の行動を

モニターする監視費用も含まれていた。このモニタリングは現実的には，

臣下（総督）の行動をチェックする官僚的な監査機構によって実行されて

いるとみるべきである。このシステムは，収入の処分が国王に権限として

集中している意味で，中央集権型システムと呼んでもよいであろう。その

システムが維持されるには，そこから生まれる国王と臣下の収益がそれぞ

れ持続可能であり，かつ他のシステムより優位であることが必要である。

　いままでの議論から，中央集権型システムでの国王と臣下の収益は次の

ように要約できる。
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ただし，7r(/z)＝匈即(ｘ＊(/z)浪)ｘ＊(/z)でX*=x*(h*)である。また，純生

産物こは以下では平均的な生産水準を表しているとする。ここで次のよ

うな値を考える。

これは，国王にとって経験上確保可能な純生産額と考えることができる。

この額を臣下に提示し，実収額に関係なく一定の租税額戸＝匈どを要求

したとすれば，この統治体制にれを固定貢納型システムと呼ぶ）は双方に

とって有利であろうか。ただし，この固定貢納型システムでは一定の租税

が納入されれば，不正があっても罰金は臣下に課されないし，そのための

監視費用がかからない，という特徴が付随している。この固定貢納型シス

テムでの国王と臣下の収益は

と表せる。ここで次の条件を考えてみよう。

つまり，中央集権型システム下で成立した監視費用/z＊は，対応して発生

する罰金額より大きいという条件である。この条件が成立すれば

となり，またn(h*)>0である限ｖ)ｙ＞心である。したがって条件(12)

が成立すれば，固定貢納型システムが双方にとっ'て有利となり，移行する

可能性が高くなるのである。

　それでは次に，放置型というべきシステムを考えてみよう。これは，監

視費用をまったくかけないで放置しておく状態とされる。監視費用は
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/z＝Oであり，対応して臣下の不正も放置しておくことになる。このとき

の両者の収益は，

となる。関連して，次のような条件を提示してみる。

左辺は監視費用から罰金額を差し引いた「純監視費用」を表し，右辺は監

視費用をかけないときの不正取得分から費用をかけたときの不正取得分を

差し引いた「放置の機会費用」を表している。監視費用が着実に不正取得

分を減らすという関係が成り立てば，右辺は正の値をとるはずである。こ

の条件は，純監視費用より放置の機会費用の方が安いことを意味している。

以下ではｘ＊（O）≧x*(h*)が成立しているとしよう。

　このときの国王と臣下の収益をそれぞれ比較してみると，

となり，縦≧尚)＞心が成り立つ。他方，岬≧ば＞心である。これら

の関係は微妙である。最後に次の条件を提示することにしよう。

これは，監視のための費用をかけないでおいたとき，国王に納入される税

収では，臣下に与える報酬を賄うことができないことを表している。これ

は，中央集権型システムの維持可能性がもはや充たされないことを意味し

ている。これは，分権型システムヘの移行を示唆するものであり，このと

きの収益はそれぞれ
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となる。条件(13)の下では，直接戻)＜Ｏ＝卯が導かれ，戻)＞卯が導

かれる。

　これらの議論からどんな意味合いが導き出されるであろうか。監視の純

費用が大きいという条件(12)が成り立つとき，統治形態は，同じ中央集

権型システムであっても，モニター機能が果たされ，そのため監視費用が

必要となっていた体制から，租税が固定貢納に変化して監視費用が節約さ

れている固定貢納型システムに移るという，インセンティブが国王，臣下

ともに働いていた。中央集権型システムから固定貢納型システムヘの変換

が動機づけられていたのである。これに対して，さらに監視費用の純負担

分か放置の機会費用を上回るほどに大きくなったとき(条件(13))，監視費

用をまったく費やさない放置型システムが成立することになる。対応する

収益を比較したとき，放置型システムは国王にとっては望ましくない体制

である。

　しかし，監視費用を費やさないで固定貢納を維持するという状況は，条

件(13)が成立するほどに監視費用が負担になってくると，臣下にとって

は不正取得を謀る動機が高まってくるため，崩れてしまう。固定員納分を

納めなくても，偽りの申告と弁明によって罰されることなく済ますことが

できるからである。臣下による貢納の怠慢が蔓延することにより，国王に

望ましくなくても体制は固定貢納型から放置型へ移行せざるをえないので

ある。

　さらに条件(14)のように，状況が国王にとって深刻になると，国王の

下で統治するという形式自体が維持不可能になり，国王にとっては統治を

放棄した分権型システムの方が望ましくなる。統治のための費用を負担せ

ずにすむからであり，臣下にとっては統治の余分のコストを負担せざるを

えなくなる。この場合は，統治の形態の選択は国王にあり，分権化への動
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機が強くなるため，システムは分権型へ移行せざるをえないのである。

　逆はどうであろうか。条件(14)が成立しなければ，容易に確認できる

ように尚)≧卯と岬≦卯が導かれる。条件(13)が成立しなければ，

縦≧尚)とば≦戻)が成り立つ。そして条件(12)が成立しなければ，

心≧縦と（＜肩が成り立つ。つまり，条件が逆転して監視純費用の節

約が生じても，国王と臣下の間には動機の点でまったく相反しており，一

様の体制変換へと動きにくいのである。

　まとめると，監視純費用の増大と税収の侵食は，統治形態を中央集権型

から分権型へ段階を経て移行させる。しかし，逆の状況へ変更したからと

いって，臣下(独立した地方領主)の抵抗を伴う点で，分権型から中央集権

型へ円滑に移行するわけではない，ということになる。

　4.領土の拡大と眼界

　いままでの議論は領土を所与としてきたが，以下では領土の変化を陽表

的に取り扱うことにしよう。領土(面積)をここでは,7と表すことにする。

領土の変化から影響を受けるのは，まず代理人として領土を統治する臣下

への報酬である。単位領土あたりの臣下の報酬をｓ＞Ｏとすれば，領土

全体にわたる臣下への報酬全額はｇで表される。また，領土の変更によ

り純生産物の総額も変わってくる。ここではこを単位領土あたりの平均

的純生産物と解釈し，領土,パこおける平均純生産物への乗数分を§Mと

表せば，国王の収益は

として表される。もちろん，領土の変化は生産者の留保率９にも影響を

あたえると考えられるので，厳密には９も領域,zの関数として表現すべ

きであろうが，ここでは単純化のために省略してある。(15)式の右辺の

第１項φ(０は収入を表し，第２項ｇが統治費用を表している。
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　ここでは，領土の拡大は収入の拡大に貢献するが，その貢献度は次第に

逓減すると想定しよう。すなわち，収穫逓減の法則が関数gin)に働くと

しよう。領土の拡大は単純に収益最大化の論理によって誘発され，領土が

収益最火点で決まるというわけにはいかない。領土の拡大は，他の領域国

家との軋轢を生み，その征服・統合を意味するわけであるので，統治費用

のみならず，征服のための軍事費用を伴うからである。つまり，収益には

さらに軍事費用ｍを差し引いた形で表現されなければならないというこ

とであり，領土は長期的には心(z7)≧zｎをみたすどこかで決まる。この

場合。刄はその領土を維持するのに最低必要な単位軍事費用になる。図５

で示しているように，可能性としてu^(n)= mnを充たす最大領土が(帝

国主義原理)と収益心(０一回7を最大にする領土が(財政国家原理)が領

土決定の代替例としてあげられる5)。
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　もちろん，これらはありうるケースをあげたにすぎない。実際，領土拡

大という行動は，無条件に実現されるものではなく，隣接する他の国々と

の軋轢ないし衝突を前提に行われるものである。当然，その過程では軍事

的行動がとられ，戦争という形に発展することも頻繁にありうるであろう。

つまり，先の領域が，ぞに達する前に，他国との衝突により，領域拡大

はとまってしまうことは十分にありうる。軍事的衝突は，必然的に戦争状

態にある当事国に軍事的支出の拡大をもたらし，国家財政を圧迫する。所

与の税率のもとで取得していた収益も軍事的支出に費やされ，追加の収入

の手段が求められる。これは，税率の上昇となっていく6)。
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　5.租税，徴税請負人，逃亡

　税率は，これまでの議論では所与とされ，その決定については言及して

いなかった。中央集権型システムと呼んだ基本モデルは，代理人として臣

下は徴税に従事するとされ，生産者は税率に呼応して行動を決定し，臣下

はその事情を把握しながら国王に納める租税額を決定するという構造にな

っていた。したがって，国王は完全に実際の生産物の内容を把握できず，

監視という形で臣下の行動を不完全にモニターすることにより，間接的に

把握するにすぎなかった。もちろん，国王は領土から期待される収穫をお

およその形で推計する，もしくは基準化（検地）することが可能であり，

そのもとで例えば税収を最大にするように税率を決定するという仮説も考

えうる。税率を決定する過程は，政治的要素が入りこみ，単純な最大化原

理は適用できない。税率を上げるには，それを実行できるだけの強制力と

正当性が必要となろう。戦争の存在は，強制力だけでなく正当性を納税者

に訴えるという点で，税率の上昇に有効に働くのである。

　ここでは臣下が租税の実体を把握しているところから，臣下によって徴

収される租税の大きさと税率との関係でみていくとしよう。徴税額7こ＝

申はすでに説明が行われたように，　ｄｚldt＜0，ｄａ Ｉｄt＜Ｏであるので，

先の図２のように上方に凸型の形状をとる曲線となり，最大値をあたえる

税率r＊が存在する。しかし，国王は臣下によって把握されている租税曲

線は完全に把握していないため，この税率を実現できるとは限らない。臣

下による過少申告が動機づけられているので，国王に納められる租税額は

実態より過少になってしまう。しかし，臣下の不正取得分ｘ＊はこのモデ

ルでは監視費用に対応して決まってくるので，申告された純生産物ど＝

z-x*を通して実際の純生産物この動きを把握することは不可能ではな

い。

　ところで，先に述べたようなシステムの変遷にあって，固定貢納型シス
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テムに移行したとき，その徴税のあり方として，臣下を代理人として直接

固定した租税を納付させる方式，もしくは徴税請負人を（いわばオークショ

ンの形式で）指名して，決められた租税額を代理に納めさせる方式があげ

られる。どちらにしても，直接の徴税は臣下ないし請負人が行うわけであ

り，税率の設定も彼らが実質上決めることが可能になる。すなわち，先に

述べた租税曲線に沿って租税額を最大にするような税率を決定することが

可能となるのである。

　ただし，割り当てられた徴税地域の業務が継続的なのか，一時的なのか

でその徴税に対する厳しさは異なってくる。臣下がいわば領地の形で国王

から長期間与えられた形であれば，長期間にわたる時間的視野のもとで租

税の徴収をはかることになり，生産者の労働努力のみならず，使用されて

いる土地，資本の減価償却分の補填ならびにその増強を図ろうとするであ

ろう。他方，請負人によくあるようにその業務が一時的な（請負）期間に

限定されている場合は，請負徴税額を可能な限り超えて多く祖税を徴収し

ようとするので，視野は短期的になり，労働意欲の継続的な維持，土地・

資本の補填，長期的な投資には関心を持たないことになろう。生産者の長

期的な生産の維持を図るには，土地，資本の減価償却分δ£を最低限必要

とすれば，税率は(1 - t)qz≧δ£を充たすように決定されなければなら

ない。徴税請負人のシステムはこの制約を超えて租税を徴収する危険性を

はらんでいる7）。
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　さらに，税率は生産者の行動を変化させる。税率の上昇が労働努力を削

いでしまうことはすでにふれたが，付加的に生産行動そのものを停止させ

てしまう。いわゆる逃亡（逃散，退去）と呼ばれる現象であるが，生産者

は税率を含めてその取り巻く環境が生産の継続的な従事に耐えられないほ

どに悪化したとき，生産の放棄と逃亡・退去を図ろうとする。租税による

収穫の収奪は，その最も大きな要因であるが，それを強化させる外的要因

（気候，疾病，戦争など）ならびに経済的要因（他の農地，荘園，または都市へ

の流出）が引き金となって逃亡を増加させる。とくに，有力臣下（領主，地

主）が税免除のような経済的特権をえて，領地，荘回，新開地を経営して

いる場合には，生産者の環境が悪化した場合，その逃亡先として退去を誘

発させることは歴史が示している通りである。ここでは変数ｇで生産従

事の留保率を表し，税率の減少関数としたが，他のさまざまな要因も絡ん

で変化するということである。

　留保率は，想定から生産を維持させる環境の分布状況に依存し，税率が

生産者の効用水準に決定的に影響して，それが留保率の値に影響を与えて

いた。生産の放棄が流民を示唆し，なおかつ窃盗，略奪行為をもたらすと

すれば，分布状況は生産者（農民）が生産活動を放棄して盗賊行為をする

利点がどれほど高くなっているかを示しているともいえる。留保率の低下

は翻って治安の悪化を示唆するといってもよいわけであり，流民による盗

賊行為の利益が治安強化への費用により低下するとすれば，これは生産の

留保率を上昇させる効果をもつと言い換えてもよい。すなわち，留保率は

q = q{t,s)となって，税率の減少関数だけでなく，治安費用ｉの増加関

数として表せるであろう。

　他方，生産自体は気候などの変動により変化を余儀なくする。その変動

分をεとして，（3）式をy＝（1十e)y{e)の形に書き換えれば，条件（5）
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と同様の関係が成立し，それから容易に∂eZ∂Ｅ＞0，∂'z/de > 0が成立す

る。純生産物もz =-z(t,e)と表せ, q = q{t,s)であり，国王の収益を最

大にするように臣下への報酬(治安費用)を決定できるとすれば，その最

適費用５＊が決められる。留保率は治安費用の増加関数であり，その効果

は逓減していくとすれば，最適費用ｓ＊は所与の税率のもとで，生産の変

動分いこ対し増加関数となる8)。つまり，何らかの気候変動があって生産

が減少し長期化すれば，対応して収益の保全という財政国家の原理が働く

場合には，治安費用を削減するという効果がうまれるのである。

　ひとつ注意しなければならないことは，治安の事情自体は費用をかけれ

ば一対一に対応して治安がよくなるというわけではないことである。治安

がよい状況は，違法行為件数が少ないことを意味し，摘発のための資源を

少なくて済む。他が変わらないとすれば，治安がよいほど違法行為への摘

発確率は高くなるといってよい。逆に治安が悪くなるほど摘発確率は低下

し，違法行為への動機づけが高まることになる。したがって，何らかの事

情で生産の減少が継続すると，税率が変わらなくても生産者の生活水準が

低下してしまい，留保率も低下する。これは収益削減となって，その保全

のために治安費用の削減を引き起こすであろう。生活水準の低下と治安費

用の削減は，即時的でなくとも，それが継続すれば，ある時間的な経過を

ともなって治安の悪化をもたらすと考えられる。治安悪化への導く諸要因

が継続して働くと，実際の治安がある時点で急変して悪化するという，履

歴効果に相当した効果が働くのである。結果，同一コストであっても，時

間的経過を経て治安が悪化し，生産の留保率もさらに悪化して，国家の税

収も減少することになる9)。

一332 －



　6.帝国の盛衰

　これまで議論されてきた成果を総合して，本稿の主題である帝国の形成

　興隆と衰退・滅亡の過程について説明を試みることにする。

　各地域の歴史から推量するに，広域国家（帝国）が形成されるにあたっ

ては，当然ながら，その出発点は核となる国家（都市国家，部族，首長制組

織，豪族・地方領主）が競合する諸国家を支配力や影響力を行使して統合化

し，その領土を拡大するところから始まる。領土拡大の過程は競争相手の

吸収，滅亡あるいは支配という行動によって進められ，広域の支配体制を

確立することをもって停止する。支配の核となる中心地が設立され，同心

円状に広がる経済，軍事，イデオロギー上のヒエラルキーが意図的に作ら

れることにより，権力の基盤が強化され，広域国家（帝国）の支配体制が

定着する。

　本稿第３節において，中央集権型システムから分権型システムヘの移行

に関わる統治費用上の制約条件をみてきた。これを逆に読み込むことによ

り，分権型から中央集権型への移行には，支配者（国王）と臣下（地方有力

者，豪族，地方領主）との間に相反する利害関係が一連して存在し，（暗黙

であっても）双方の合意が成立しにくいことが理解できる。中央集権化へ

の過程はその意味でも一方の利害から強制的に進行せざるをえない性質の

ものである。もちろん，統合過程には他に強力な国家が脅威として存在し

て，その対抗上，小国家群が統合化にむしろ積極的になるということはあ

りうる。いわゆる第二次的国家の形成であり，国家間の競合関係は領土拡

大を伴った過程では，有力な国家が統合過程を通じて優勢に立ち始めると，

それに対抗して同程度の領域・国力を実現するために連携・融合が促進し
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て広域国家が形成されることがある1o）。

　この結果，相互に拮抗する形で同程度の領土と国力を有する国家群が並

立する時期がある期間持続するわけであり，古代大帝国（アッカド，エジプ

ト，マウリア，秦漢，ローマなど）が成立する以前の形成期においては共通

して国家群が互いに競争（抗争）し合う時期が観察されるｍ。領土がどの

ような規模になるかについては，すでに第４節で言及していた。国王の収

益を領土の規模の関数として表した（15）式が領土の規模の範囲を説明し

ていた。領域の決定は単純な収益最大原理で説明されるものではないが，

領土拡大へのコスト（主として軍事費用）との関係で持続的に維持可能な最

大領土がそこから推測できた。（15）式の収入にあたるφ（○は，国王，臣

下そして生産者の間で決定されることになる単位領土における監視費用の

大きさと領土の規模に対して作用してくる規模・範囲の経済ないし不経済

を具現化する部分にれをg（○で表していた）との複合作用によって決定

されていたのである。
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　領土の拡大は収益逓減の現象を生み出すと仮定していたが，他方で監視

費用上の効率化ならびに革新（交通・情報インフラや官僚制の整備など）を引

き起こし，さらに領域内の（治安の改善も含めて）経済的統合の効果も現れ

て，収益基盤を拡大するという収穫逓増現象を生み出す。各地域の国家の

盛衰をみていくと，まず首長制国家の小規模な領域が統合されて国家の統

治機構の原型が形成され，そのプロトタイプとなる領域がその後の歴史の

なかで繰り返される統合と分裂の基本単位となることが多い。その基本単

位となる規模は図６に表しているように，収入曲線φ,(≪)と統治費用との

関係で決定されると考えられる。収益最大化で考えれば規模はz71である。

それを超えて国家間の統合によって統治費用と監視費用の節約が実現する

ことが可能であれば，より広域の規模をもつ国家体制（帝国）が形成され

うる。その収入曲線φ2（○は基本収入曲線φI（○を包含する形で，図のよ

うに逓減から逓増への転じる形状をとるものと想定される。もし領土拡張

が最大限に進めば（っまりz72になれば），そこで領土の規模が確定し，そ

こから治安の大幅な改善と経済統合の効果（帝国の平和）が実現されれば，

収入曲線はさらにシフトしてφ3（○になる。その後，収入の効率化が回ら

れるようになれば,領域は縮小される（っまり愚になる）可能性も出てくる。
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　これに対して，隆盛から衰退へはどのようにして辿るのであろうか。例

えばローマ帝国はさまざまな人々に関心をもたれ，その盛衰について社会

経済ならびに政治的要因からさまざまな原因があげられ，論争の材料とな

ってきたのであるが，ローマ帝国に限らず，世界各地に勃興した帝国と称

される広域国家の盛衰には，ある種の共通点がみられるように思われる12)。

対象となる広域国家とはたんに領土の広域性のみならず時間的にも継続し

た統治が実現されている国家のことである。一般的に領土の拡大が止まり

領土が確定するとともに，帝国内の経済的発展が進行し成熟化していく。

帝国の平和と呼ばれる状態の産物である。経済発展とともに社会的にも複

雑化し，さまざまな側面で制度の修正，変更という調整が迫られる。その

調整過程のなかにあっても，国家の継続性を脅かす要因が内部と外部に生

まれ，蓄積化していく。そして調整が困難となるところで，衰退が始まる

ことになる13)。

　帝国の統治を統治・監視費用の点からみれば，経済的余剰が各階層に

(その所得分配の格差はあっても)分配され，とりわけ，臣下となる中間支配
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階層（官僚層，貴族・豪族,有力地主・商人など）が取得する余剰分（所得）

が機会のうえでも大きくなる事実は見逃せない。既存の経済基盤（荘園，

土地，商業）に加え，新規の土地開発，事業参加などで免税などの特権を

駆使して所得を拡大させるとともに，統治の一環として徴税業務において

も，経済の拡大化は中間支配層に経済的余剰を合法的にもまた不正手段に

よっても取得する機会を潜在的に高めるのである。

　さらに，帝国の平和とそれによる経済拡大は人口の増加というマクロ的

な現象を伴うものであり，当初は人口と経済基盤（土地，資本）がバラン

スをとっていても，じきに人口の成長が凌駕するようになり，ある段階で

生産者（農民）において人口成長を抑制させるに足りる所得水準にいたり

つき，経済拡大は停止し人口も高止まりになって，一種の定常状態が生み

出される。この状態へ至りつくまで，中間支配層による積極的な開発と囲

い込み（または土地・財物の寄進と免税の付与）が進行して帝国全体の租税基

盤が潜在的に侵食され，また付随して不正取得機会の高まりは監視費用を

上昇させることになる。

　一般に人口の成長とともに経済が成長しているとき，収益拡大の機会は

決して各階層均等ではなく，事業参入の機会が特権的に有利な地位にある

中間支配層が実質的にその収益拡大の多くをえる。もちろん，生産の基盤

となる生産者は経済成長の実質を担うわけであり，生産物（成果）の拡大

を生み出すのであるが，生産性の上昇が限定的であるならば，人口の増加

は必ずしも生産者階層の所得水準を大きく上昇させるわけでなく，人口の

増加が実質的に経済成長を決定する要因となる。しかし，全体としての付

加価値（収益）の拡大は実現するわけであり，一部は租税の形で，一部は

地代・利子の形で中間支配階層が有利にそれらを獲得するのである。

　この成長時期に中間支配層への余剰分か相対的に増えて，国家への租税

による吸収分は比較劣位になる傾向が出てくる。これは，所得の把握が網

羅的にモニターできない時代においては，有効な租税徴収の形態が土地に
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対して推定された所得額に対する課税に基本的に負っていたためであり，

この形態は課税所得額が慣行となって固定化しやすく，経済成長の実質を

追うように算定されにくい。中間支配層が実収を過小に申告するという性

質と同じことが，生産者階層にも生じるはずであり，二重の意味で国家は

租税徴収に対して効率を落としてしまう。

　これらは(15)式で表現された租税基盤である純生産物ｚへの侵食を意

味するだけでなく，不正発見の確率の低下を意味し，単位領域の収入曲線

は図７のように右方にシフトしてくる。当初の経済発展による生産物の上

昇は，収入曲線を上方にシフトさせるが，次第に租税基盤が中間支配階層

により侵食されて停滞ないし下方へのシフトを余儀なくされ，さらに不正

取得の発見が困難になるにつれ右方ヘシフトするということになり，国王

に帰属する収益分は高い監視費用にもかかわらず相対的に少ないものとな

る。収益の低下は，先の節で展開したように，固定貢納型そして分権型へ

と統治体制を変質化させる道筋をつけることになる。さらに気候の変動な

どは，それが持続的・構造的な変化を伴う場合は，過剰人口に継続的な圧

力を加えることを意味し，生産物の不作は留保率９に影響を与え，その

上昇をもたらして，財政面での統治体制の脆弱化をもたらすのである。
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　これらは，内在的側面において経済拡大が人口の増加とともに，確かに

政府への収入の増加をもたらすのであるが，統治という側面から同様に増

加してくる管理・監視費用に対して，中間支配層への特権の付与や管理に

対する動機付け‥モラル低下の面から収入面の増加が伸び悩んでしまう傾

向があることを示唆している。収入曲線は確かに帝国の平和とともに上方

にシフトするのである。しかし，そのシフトは監視費用に比べて右方にも

シフトするという相対的な伸び悩みを伴うものとなりがちである。その一

方で社会が複雑化し，種々の問題を引き起こすとともに官僚機構や軍隊は

不可逆的に膨張する傾向にあり，政府の支出は収入のバランスを越えて伸

びていきがちである。財政問題の解決の困難さ（または先送り）が国内に

さまざまな政治的問題を投げかける14）。これが衰退への内的要因としてあ

げられる部分である。

　他方で，外部的要因として領域（国境）を侵犯する外的脅威（蛮族の侵

攻）があげられる。国境の画定とともに領域の拡大から防御へと政策は変

化してくるが，防御のための軍事力の維持は，治安の論理と同じくそれが
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効率的に能力を発揮している限り，極端な財政負担とはならない。しかし，

内乱に象徴されるような国内における防御体制の動揺や，強力な侵入者の

登場による余分の軍事負担は，財政収支を一時的であれ破綻の危機に陥ら

せる。その財政回復のための措置は，増税という手段に訴えるしかなく，

帝国を支える生産者への負担超過という形で圧迫要因となる。それは潜在

的に生産者の生産維持能力を減少させ，生産留保率の低下を引き起こす確

率を高めるのである。これは，累積して衰退への内在的要因を強化してし

まうことになる。

　さらに崩壊へのプッシュ要因となるのは，外的な侵大昔が帝国内部まで

侵攻し，国内を破壊することであり，実質的にも帝国の領域の縮小を余儀

なくされることである。これは，領域的にも租税基盤を削減することであ

り，内部の面では第５節で述べたように，急激な治安の低下をもたらして，

生産者の生産続行を困難にしていき，生産留保率の低下を引き超こす。究

極には社会不安を煽って，大動乱が発生することにもなる15）。当然このよ

うな状況の下では，国王（政府）の収益は低下を余儀なくされ，軍事力維

持への負担能力は低下していく。さらに，実質的に統治の側面において分

権化が進行している場合は，財政基盤に裏付けられた強力な中央常備軍の

維持が困難になってくる。効率的な防御能力の実効化か物理的にも困難に

なってくるのである。

　基本単位となる領域を統一的に統治する体制が，管理・監視費用の点か

ら維持できなくなるにしたがって中央集権体制は事実上崩壊し，基本単位
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を幾つか統合した分権化システムによる部分統治体制が再整理の上で出現

することになる。もちろん，その崩壊は収入と費用の対比から直接引き起

こされるのではなく，費用の超過は崩壊の潜在的可能性を高めていく状態

を表している。崩壊は，外部的な侵攻や内部の政治的混乱または気候の変

動などのショックによって引き起こされるというべきであろう。ひとたび，

中央集権体制が崩れれば，効果的な防御体制は実現できなくなるであろう

し，国内の治安維持の効率的実現が妨げられてしまう。分裂した国家間の

競争（闘争）が再現し，強力な統合者が現れない限り，再統合への道筋は

自然には現れてこないのである。

　7.結論

　国家（帝国）がその周辺を統合し，その広域の領土に支配権を確立する

とき，さまざまな問題を抱え込むことになる。本来，自律して存在する傾

向にある各領域を統一して支配する体制を維持するには，支配の代行を効

率的に継続させるシステムが堅持されていなければならないのであり，出

発点から管理者・代理人の問題が組み込まれているからである。そして，

歴史が示していることは，この問題が財政問題の悪化という形で現れてい

たことであり，長期のレペルでは解決されえなかったことである。

　代理人を介して収入を確保するという体制は，監視費用との兼合いから

横領という問題を内在的に抱え込んでおり，経済発展を契機にした社会の

複雑化に対応できずに収入が伸び悩む傾向にある。他方で，支出の方は官

僚制の進展とともに硬直化し，構造的に増加する。財政の構造的悪化とい

う問題は容易に解決ができず，増税と中間支配層の収奪という形になって，

生産基盤の脆弱化を長期的に進行させてしまう。これが統合を果たしてい

る力を弱め，本来有している各領域の自律性を表面化させてしまう。本稿

で述べた，中央集権型システムが崩れ，分権型に移行するということであ

り，統合の期間以上に分裂の期間の方が長いという観測に結びつく。
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　それでは，分権型とはどういうシステムであろうか。本稿はこれを分析

の対象としえなかったのであるが，第３節から推測できるように，何らか

の統合を果たそうとする有力者が現れても，他者とは利益が相反し，それ

に抗する形で結託が形成されやすい。つまり，分権型では国王が存在して

も，臣下（地方領主）が多数であれば，王権を抑制するように結託が図ら

れやすいのであり，分権的構造は継続・維持される傾向にある。分権型が

崩壊するのは，構成員（地方領主）の相互牽制のバランス構造を破壊する

何かが生まれたときである。それは相対的に大きな強制的権力（軍事カ）

を実現した有力者または地方領主が出現したときであり，そのきっかけは

相互の牽制作用が働きにくい辺境地域の領主であったり，外部の脅威のな

かで軍事的な代理人を選ぶのに構成員（領主層）が合意したときなどであ

る。実際，歴史は数多くそのことを例示している。
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微分すると次が得られる。

収益関数Uk = tq{しy){こ(糾巴)十(叩(ｘ＊油＊)－1)ｘ＊}－(/z＊十幻＝＝

tq{t,s)H{t,e)-{h*十幻を５に関し偏微分し，一階の条件をもとめ

るとパ(∂q/ds)H{t,Eヽ)－１＝Ｏとなる。これをさらに凪ε)に関し

て全微分してまとめると，次になる。

となる。（ａ）の分母は仮定により負となり，分子は第１項が上の結果

から正であり，第２項も正であるので，（ａ）の符号は正となる。
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